
（単位：円）

科  目 本年度 前年度 増 減

固定資産 16,119,074,245 15,968,400,970 150,673,275
 有形固定資産 9,206,552,099 9,473,655,713 △ 267,103,614
   土地 1,155,093,374 1,155,093,374 0
   建物 6,058,976,863 6,285,995,419 △ 227,018,556
   機器備品 219,803,833 244,462,378 △ 24,658,545
   図書 1,398,438,133 1,391,414,272 7,023,861
   その他有形固定資産 374,239,896 396,690,270 △ 22,450,374
 特定資産 6,902,947,109 6,482,940,345 420,006,764
   第2号基本金引当特定資産 1,379,343,360 1,229,343,360 150,000,000
   第3号基本金引当特定資産 873,603,749 853,596,985 20,006,764
   退職給与引当特定資産 600,000,000 600,000,000 0
   減価償却引当特定資産 4,050,000,000 3,800,000,000 250,000,000
 その他の固定資産 9,575,037 11,804,912 △ 2,229,875
流動資産 4,854,319,160 4,674,982,833 179,336,327
   現金預金 4,757,072,477 4,553,241,921 203,830,556

   有価証券 8,540,000 28,540,000 △ 20,000,000

   その他流動資産 88,706,683 93,200,912 △ 4,494,229

資産の部合計 20,973,393,405 20,643,383,803 330,009,602

科  目 決算 決算 増 減

固定負債 1,768,713,311 1,849,005,887 △ 80,292,576
   長期借入金 1,166,480,000 1,249,800,000 △ 83,320,000
   退職給与引当金 602,233,311 599,205,887 3,027,424
流動負債 1,426,970,189 1,377,211,949 49,758,240
   短期借入金 83,320,000 83,320,000 0
   前受金 1,177,236,732 1,175,859,954 1,376,778

   その他流動資産 166,413,457 118,031,995 48,381,462

負債の部合計 3,195,683,500 3,226,217,836 △ 30,534,336

科  目 決算 決算 増 減

基本金 16,615,664,762 16,463,497,474 152,167,288

   第１号基本金 14,194,717,653 14,212,557,129 △ 17,839,476
   第２号基本金 1,379,343,360 1,229,343,360 150,000,000
   第３号基本金 873,603,749 853,596,985 20,006,764

   第４号基本金 168,000,000 168,000,000 0

繰越収支差額 1,162,045,143 953,668,493 208,376,650

   翌年度繰越収支差額 1,162,045,143 953,668,493 208,376,650

純資産の部合計 17,777,709,905 17,417,165,967 360,543,938

負債及び純資産の部合計 20,973,393,405 20,643,383,803 330,009,602

貸借対照表

令和2年3月31日まで

純資産の部

資産の部

負債の部



１. 重要な会計方針
（1）引当金の計上基準
  徴収不能引当金

   未収入金等の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額を計上することとしている。

  退職給与引当金

   法人及び大学の教職員については、期末要支給額640,829,286円を基にして、私立大学退職金財団
   に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰入調整額を加減した金額の100％を計上している。

   幼稚園の教職員については、各人について、期末要支給額15,533,055円より東京都私学財団の交付金
   相当額が不足する場合の差額を合計した額を計上している。

（2）その他の重要な会計方針
   有価証券の評価基準及び評価方法

    移動平均法に基づく原価法である。

   外貨建資産の本邦通貨への換算基準

    外貨建資産については、取得時の為替相場により円換算している。

   預り金その他経過項目に係る収支の表示方法

    預り金に係る収入と支出は相殺して表示している。

２. 重要な会計方針の変更等
  該当なし。

３. 減価償却額の累計額の合計額 5,005,243,577 円
４. 徴収不能引当金の合計額 ― 円

５. 担保に供されている資産の種類及び額
   担保に供されている資産の種類及び額は、次のとおりである。

   土地 26,206,286 円
   建物 2,395,276,827 円

６. 翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額
26,273,060 円

７.当該会計年度の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策
  第４号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。

８.その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項
（1）有価証券の時価情報
①総括表

（単位 円）

貸借対照表計上額 時  価 差  額

時価が貸借対照表計上額を超えるもの 999,043,000 1,011,630,000 12,587,000
時価が貸借対照表計上額を超えないもの 1,900,000,000 1,852,170,000 △ 47,830,000

合 計 2,899,043,000 2,863,800,000 △ 35,243,000
時価のない有価証券 ―

有価証券合計 2,899,043,000

②明細表

（単位 円）

貸借対照表計上額 時  価 差  額

債券 2,899,043,000 2,863,800,000 △ 35,243,000
株式 ― ― ―

投資信託 ― ― ―

貸付信託 ― ― ―

その他 ― ― ―

合   計 2,899,043,000 2,863,800,000 -35,243,000
時価のない有価証券 ―
有価証券合計 2,899,043,000

当年度（令和2年3月31日）

当年度（令和2年3月31日）
種類



（2）デリバティブ取引
   該当なし。

（3）主な外貨建資産
   該当なし。

（4）通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引
   該当なし。

（5）関連当事者との取引
   該当なし。

以上


